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総合設備工事業者として常に新たな価値の創造に挑戦し、 

より良い地球環境の実現と社会の発展に貢献する。 

経営理念 

縡 世界同時不況による経営環境の変化に対応できる企業に変革する。 

縒 コンプライアンスの精神に則った企業経営を行う。 

縱 

 

安全・品質の確保と環境保全に貢献する企業活動を行う。 

縟 各戦略・各施策の相互連携により企業目標を達成する。 

経営方針 

経営理念・経営方針 
株主のみなさまへ 
会社の概要 
連結財務ハイライト 
連結財務諸表 
ネットワーク 
株式の状況 
株主メモ 
お知らせ 
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株主のみなさまへ 

代表取締役会長兼社長 
兼最高経営責任者（CEO） 
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　株主の皆様には、ますますご清祥のこととお慶び申

し上げます。 

　平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。 

　ここに第82期第2四半期連結累計期間（平成22年4

月1日～平成22年9月30日）における事業の概況につ

いてご報告申し上げます。 

　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、

新興国等における経済の立ち直りにより輸出、生産が

増加し、景気回復が続きましたが、総じてそのテンポ

は緩やかであり、また、失業率が依然として高水準に

あるなど厳しい状況が続きました。 

　建設業界におきましても、企業収益の持ち直しを受け、

一部の産業で設備投資に回復が見られましたが、設備

過剰感は残存し、かつ公共投資も引き続き低調に推移

するなど、受注環境は厳しい状況が続きました。 

　このような経営環境のもと、当第2四半期連結累計

期間の連結業績につきましては、次のとおりとなりま

した。受注工事高539億78百万円、完成工事高466

億75百万円、営業損失5億2百万円、経常損失4億

31百万円、四半期純損失5億31百万円となりました。

なお、中間配当金につきましては、既に公表しており

ますように、１株当たり8円とさせていただきました。 

　景気の先行きには不透明感があり、当下半期も予断

を許さない状況が予想されます。 

　このような状況のもと、当社では、中期経営計画「原

点に戻り活力あるダイダンを実現する」の戦略施策に

基づき、事業イノベーションに取り組んでおります。

　また、ＩＣＴ（情報通信技術）を日常業務の中で積極

的に活用し、組織間での情報共有をスピーディーに行い、

経営の効率化をすすめております。 

　株主の皆様におかれましては、変わらぬご支援を賜

りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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会社の概要 

会社概要 （平成22年9月30日現在） 役員一覧 （平成22年10月1日現在） 
●社　　名　　ダイダン株式会社 

●英文社名　　DAI-DAN  CO., LTD. 

●創　　業　　明治36年3月4日 

●設　　立　　昭和8年10月10日 

●資 本 金　　4,479,725,988円 

●事業内容　　電気工事、空調工事、水道衛生工事の設計、監理、施工 

　　　　　　　並びにこれらに関連する事業 

●従業員数　　1,420名 

●企業集団の事業所等の所在地 

（当社） 
本店・大阪本社 
 
東 京 本 社  
 
支 社  
支 店  
 
営 業 所  
 
 
 
 
海 外 の 支 店  
 
技 術 研 究 所  
 
（グループ会社） 
連結子会社 
ダイダンサービス関東株式会社 
ダイダンサービス関西株式会社 
DAI-DAN PHILIPPINES,INC. 
MERINO O.D.D.SDN.BHD. 
DAI-DAN（THAILAND）CO.,LTD. 
非連結子会社 
大電工事株式会社 
岡山大電設備株式会社 
九州大電設備株式会社 
熊本大電設備株式会社 
　ＰＦＩ京都スクールアメニティ株式会社 
　株式会社ディー・エス・アイ 

 

 

（東京都江東区） 
（大阪市） 
（マニラ（フィリピン）） 
（ペタリンジャヤ（マレーシア）） 
（バンコク（タイ）） 
 
（東京都江東区） 
（岡山市） 
（福岡市） 
（熊本市） 
（京都市） 
（東京都中央区） 

 
大阪市西区江戸堀１丁目９番２５号 

蕁（０６）６４４７-８０００ 
東京都千代田区富士見２丁目１５番１０号 

蕁（０３）３２６１-８２３１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
蕷550-8520 
 
蕷102-8175 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
埼玉県入間郡三芳町 

代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長  
兼最高経営責任者（ＣＥＯ） 

代表取締役 副社長執行役員 

取締役 専務執行役員 

取締役 専務執行役員 

取締役 専務執行役員 

取締役 専務執行役員 

取締役 常務執行役員 

取締役 常務執行役員 

取 締 役 執 行 役 員  

取 締 役 執 行 役 員  

取 締 役 執 行 役 員  

常 勤 監 査 役  

常 勤 監 査 役  

常 勤 監 査 役  

監 査 役  

上 席 執 行 役 員  

上 席 執 行 役 員  

上 席 執 行 役 員  

上 席 執 行 役 員  

上 席 執 行 役 員  

上 席 執 行 役 員  

上 席 執 行 役 員  

上 席 執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員 

菅 谷 　 節  

飯 星 次 男  

土 川 　 章  

大 平 哲 也  

西 内 義 充  

植 林 信 一  

河 久 保 　 弘 　 和  

多 島 　 剛  

森 　 英 高  

北 野 晶 平  

藤 澤 一 郎  

櫻 木 修 一  

菅 谷 　 梓  

安 　 東 　 憲 二 郎  

内 山 富 雄  

安 藤 壽 一  

千 葉 昌 義  

小 畑 圀 男  

槇 　 淑 也  

瓜 生 収 蔵  

前 川 勝 行  

近 藤 末 義  

櫻 井 丈 士  

沼 倉 正 樹  

川 島 正 二  

山 根 　 明  

塩 谷 眞 富  

杉 本 泰 輔  

太 田 　 隆  

逢 　 坂 　 美 智 勝  

名古屋・福岡 

札幌・仙台・新潟・さいたま・横浜・豊田・金沢・京都・神戸

天理・岡山・広島・高松・熊本 

帯広・函館・青森・秋田・盛岡・福島・山形・前橋・宇都宮 

つくば・千葉・立川・川崎・長野・松本・静岡・刈谷・津・岐阜

富山・福井・奈良・和歌山・東近江・山口・松江・鳥取・松山

高知・徳島・北九州・宮若・鳥栖・長崎・大分・宮崎・鹿児島

那覇 

シンガポール・ホンコン・マニラ（フィリピン） 

ペタリンジャヤ（マレーシア） 



連結財務ハイライト 
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受注工事高 （百万円） 完成工事高 （百万円） 

経常損益 （百万円） 四半期（当期）純損益 （百万円） 

総資産・純資産 （百万円）  自己資本比率 （％） 1株当たり純資産 （円） 

平成19年 
3月期 

上期 

平成20年 
3月期 

平成21年 
3月期 

平成22年 
3月期 

平成23年 
3月期 

平成19年 
3月期 

平成20年 
3月期 

平成21年 
3月期 

平成22年 
3月期 

平成23年 
3月期 

平成19年 
3月期 

平成20年 
3月期 

平成21年 
3月期 

平成22年 
3月期 

平成23年 
3月期 

平成19年 
3月期 

平成20年 
3月期 

平成21年 
3月期 

平成22年 
3月期 

平成23年 
3月期 

平成19年 
3月末 

平成20年 
3月末 

平成21年 
3月末 

平成22年 
3月末 

平成23年 
9月末 

通期 

上期 通期 

上期 通期 

上期 通期 

62,179

159,043

93,903

173,383

63,891

137,725

116,275

46,675
53,080

△1,000

704

△1,617

450
757

2,776
3,108

△431

701

77,895

144,022

76,772

150,155

71,173

131,467

115,521

53,97859,002

△882

529

△1,213

251 202

451

909

△531

269

平成19年 
3月末 

平成20年 
3月末 

平成21年 
3月末 

平成22年 
3月末 

平成23年 
9月末 

142,944

45,945

104,832

42,660

100,575

41,214

98,873

41,844

86,113

1,021.29

950.25

921.70
934.29

904.70

32.1

40.7 41.0 42.2

47.0

40,511

自己資本比率 総資産 純資産 
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連結財務諸表 

四半期連結貸借対照表 

金　　額 金　　額 

（単位：百万円） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成２２年９月３０日） 

 
 

２４,９４９ 
３８,４３９ 
１００ 
７３２ 
０ 

１,７５２ 
１,００１ 
△    ６２ 

 
６６,９１４ 

 
 

３,４０８ 
７９４ 
 

６,７４２ 
１,４３０ 
５,０５３ 
３,２６６ 

△  １,４９６ 
 

１４,９９７ 
 

１９,１９９ 
 
 
 

８６,１１３ 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
（平成２２年３月３１日） 

 
 

２９,９６３ 
４５,６９７ 
１００ 
４６４ 
０ 

１,３３９ 
１,６８６ 
△    ７５ 

 
７９,１７７ 

 
 

３,４６５ 
７５４ 
 

７,５７８ 
１,３３７ 
４,７６３ 
３,３８２ 

△  １,５８５ 
 

１５,４７５ 
 

１９,６９５ 
 
 
 

９８,８７３ 

（資産の部） 
流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金  
受取手形・完成工事未収入金 
有 　 価 　 証 　 券  
未 成 工 事 支 出 金  
材 料 貯 蔵 品  
繰 延 税 金 資 産  
そ 　 　 の 　 　 他  
貸 倒 引 当 金  

 
流 動 資 産 合 計  

 
固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産  
無 形 固 定 資 産  
投資その他の資産  
投 資 有 価 証 券  
繰 延 税 金 資 産  
前 払 年 金 費 用  
そ 　 の 　 他  
貸 倒 引 当 金  
 
投資その他の資産合計 

　 　  
固 定 資 産 合 計  

 
 
 
資 　 産 　 合 　 計  

金　　額 金　　額 

（単位：百万円） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成２２年９月３０日） 

 
 

２５,７２４ 
６,８７１ 
５８ 

２,９０７ 
１,０９４ 
４０ 
１０１ 
６９０ 
２ 

４,０５１ 
４１,５４２ 

　 
１,６４８ 
１,６０２ 
－ 

２２０ 
５８８ 
０ 

４,０６０ 
４５,６０２ 

　 
　 

４,４７９ 
４,８０９ 
３１,６８９ 
△    ６２２ 
４０,３５５ 

　 
５７ 
２０ 
７７ 
７７ 

４０,５１１ 
８６,１１３ 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
（平成２２年３月３１日） 

 
 

３６,６４３ 
６,９３２ 
７９９ 
１,９１０ 
－ 
－ 
４２ 
８２５ 
１１ 

５,８４４ 
５３,００９ 

　 
１,５１３ 
１,６７５ 
６１０ 
２２０ 
－ 
０ 

４,０１９ 
５７,０２８ 

 
　 

４,４７９ 
４,８１０ 
３２,５７８ 
△    ６１９ 
４１,２４８ 

　 
４８８ 
２６ 
５１５ 
８０ 

４１,８４４ 
９８,８７３ 

（負債の部） 
流 動 負 債  
支払手形・工事未払金 
短 期 借 入 金  
未 払 法 人 税 等  
未 成 工 事 受 入 金  
賞 与 引 当 金  
役 員 賞 与 引 当 金  
完成工事補償引当金  
工 事 損 失 引 当 金  
海外投資損失引当金  
そ の 他  
流 動 負 債 合 計  

固 定 負 債  
長 期 借 入 金  
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金
環 境 対 策 引 当 金  
長 期 未 払 金  
そ の 他  
固 定 負 債 合 計  

負 債 合 計  
（純資産の部） 

株 主 資 本  
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
利 益 剰 余 金  
自 己 株 式  
株 主 資 本 合 計  

評価・換算差額等  
その他有価証券評価差額金 
為替換算調整勘定  
評価・換算差額等合計 

少数株主持分  
純 資 産 合 計  
負 債 純 資 産 合 計  
 

　流動資産は、66,914百万円となり、前連結会計年度末に比べ12,263百万円減少いたしました。主な要因は、現金及び預金の減少（5,013百万円）及び受取手形・
完成工事未収入金の減少（7,258百万円）等によるものです。 
　流動負債は、41,542百万円となり、前連結会計年度末に比べ11,467百万円減少いたしました。主な要因は、未成工事受入金の増加（997百万円）等を、支払手形・
工事未払金の減少（10,918百万円）及び未払法人税等の減少（741百万円）等が上回ったことによるものです。 
　純資産は、40,511百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,333百万円減少いたしました。主な要因は、剰余金の配当（357百万円）及び四半期純損失の計上（531
百万円）等による利益剰余金の減少（889百万円）並びに、その他有価証券評価差額金の減少（431百万円）等によるものです。 
　自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ4.8ポイント上昇し47.0％となりました。  
 

連結貸借対照表連結貸借対照表 連結貸借対照表 Point



四半期連結損益計算書 
（単位：百万円） 

完 成 工 事 高  

完 成 工 事 原 価  

完 成 工 事 総 利 益  

販売費及び一般管理費 

営業利益又は営業損失（△） 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息  

受 取 配 当 金  

受 取 保 険 料  

そ の 他  

営 業 外 収 益 合 計  

営 業 外 費 用  

支 払 利 息  

支 払 保 証 料  

為 替 差 損  

そ の 他  

営 業 外 費 用 合 計  

経常利益又は経常損失（△） 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益  

投資有価証券売却益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額  

特 別 利 益 合 計  

特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損  

固 定 資 産 除 却 損  

投資有価証券評価損 

特 別 損 失 合 計  

税金等調整前四半期純利益 
又は税金等調整前四半期純損失（△） 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

法 人 税 等 合 計  

少数株主損益調整前四半期純損失（△） 

少数株主利益又少数株主損失（△） 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 

金　　額 

５３,０８０ 

４７,２６９ 

５,８１０ 

５,１１４ 

６９６ 

 

１３ 

８３ 

１５ 

２５ 

１３７ 

 

８０ 

１１ 

４０ 

０ 

１３２ 

７０１ 

 

　０ 

－ 

５５ 

５５ 

 

－ 

７ 

－ 

７ 

７４９ 

５０ 

４２９ 

４７９ 

－ 

０ 

２６９ 

前第２四半期連結累計期間 
自  平成２１年４月１日から 
至  平成２１年９月３０日まで 

金　　額 

４６,６７５ 

４２,２６０ 

４,４１５ 

４,９１７ 

△   ５０２ 

 

１２ 

８２ 

１４９ 

２０ 

２６５ 

 

８２ 

３ 

９９ 

８ 

１９４ 

△   ４３１ 

 

　１ 

４８ 

１０１ 

１５１ 

 

０ 

０ 

４０６ 

４０７ 

△   ６８６ 

５３ 

△   ２０７ 

△   １５３ 

△   ５３２ 

△      １ 

△   ５３１ 

当第２四半期連結累計期間 
自  平成２２年４月１日から 
至  平成２２年９月３０日まで （　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　） 

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） 
（単位：百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物に係る換算差額 

現金及び現金同等物の増減額 

現金及び現金同等物の期首残高 

現金及び現金同等物の四半期末残高 

金　　額 

△      ７５ 

△    ５８４ 

△  ２,１０８ 

△      １９ 

△  ２,７８７ 

２８,６５３ 

２５,８６６ 

前第２四半期連結累計期間 
自  平成２１年４月１日から 
至  平成２１年９月３０日まで 

金　　額 

△  ４,２３９ 

△    ４４１ 

△    ２８６ 

△      ４６ 

△  ５,０１３ 

２９,９３６ 

２４,９２２ 

当第２四半期連結累計期間 
自  平成２２年４月１日から 
至  平成２２年９月３０日まで （　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　） 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
　営業活動の結果、減少した資金は、4,239百万円（前年同四半期連結累計
期間は75百万円の資金の減少）となりました。主な要因は、仕入債務の減少
等の資金の減少要因が売上債権の減少等の資金の増加要因を上回ったことに
よるものです。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
　投資活動の結果、支出した資金は441百万円（前年同四半期連結累計期間
は584百万円の資金の支出）となりました。主な要因は、投資有価証券の取
得による支出及びその他の支出（ソフトウェアの取得）等によるものです。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
　財務活動の結果、減少した資金は286百万円（前年同四半期連結累計期間
は2,108百万円の資金の減少）となりました。主な要因は、配当金の支払い
等によるものです。 
 

連結連結キャッシュフロー計算書計算書 連結キャッシュフロー計算書 

　完成工事高は、受注工事高の減少も影響し、前年同四半期連結累計期間比
6,404百万円減の46,675百万円となりました。 
　完成工事総利益は、完成工事高の減少等により、前年同四半期連結累計期
間比1,395百万円減の4,415百万円となりました。 
　営業損益は、前年同四半期連結累計期間に実施いたしました情報システム
更新に伴う費用の増加による反動もあり、当第２四半期連結累計期間におい
ては、販売費及び一般管理費が前年同四半期連結累計期間比197百万円減の
4,917百万円となりましたが、完成工事総利益の減少により、502百万円
の営業損失となりました。（前年同四半期連結累計期間は696百万円の営業
利益） 
　経常損益は、営業外収益として受取保険料149百万円等を計上しましたが、
営業外費用として為替差損99百万円等を計上したこと及び営業損失を受け、
431百万円の経常損失となりました。（前年同四半期連結累計期間は701百
万円の経常利益） 
　四半期純損益は、特別利益として貸倒引当金戻入額101百万円及び投資有
価証券売却益48百万円を計上しましたが、特別損失として投資有価証券評
価損406百万円の発生もあり、法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額
及び少数株主損失を控除した結果、531百万円の四半期純損失となりました。
（前年同四半期連結累計期間は269百万円の四半期純利益） 
 

連結損益計算書連結損益計算書 連結損益計算書 Point

Point
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ホンコン支店 
 
フィリピン支店 
DAI-DAN 
PHILIPPINES,INC. 
 
DAI-DAN 
（THAILAND）CO.,LTD. 
 
マレーシア支店 
MERINO 
O.D.D.SDN.BHD. 
 
シンガポール支店 
 

ネットワーク 
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新潟支店 

群馬営業所 

長野営業所 
松本営業所 

富山営業所 
北陸支店 
福井営業所 
 
滋賀営業所 
京都支店 
 
鳥取営業所 
岡山支店 

山陰営業所 
中国支店 
山口営業所 
 

北九州営業所 
宮田営業所 
九州支社 
佐賀営業所 
熊本支店 
長崎営業所 
鹿児島営業所 
沖縄営業所 
 
 
 

 
 
帯広営業所 
北海道支店 
函館営業所 
 
 
青森営業所 
盛岡営業所 
秋田営業所 
山形営業所 
東北支店 
福島営業所 
  
 
技術研究所 
西東京営業所 
関東支店 
栃木営業所 
茨城営業所 
千葉営業所 
東京本社 
ダイダンサービス関東譁 
川崎営業所 
横浜支店 
 
 
静岡営業所 
岐阜営業所 
豊田支店 
三河営業所 
名古屋支社 
三重営業所 

奈良営業所 
天理支店 
本店・大阪本社 
ダイダンサービス関西譁 
神戸支店 
和歌山営業所 

徳島営業所 
四国支店 
高知営業所 
松山営業所 

大分営業所 
宮崎営業所 



株式の状況 （平成22年9月30日現在） 
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発行株式数および株主数 大株主（上位10名） 

所有者別分布 

発行可能株式総数 

発行済株式の総数 

株主数 

80,000,000 

45,963,803 

　　4,316

株 

株 

名 

株 　 　 主 　 　 名  持株比率 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

有楽橋ビル株式会社 

ダイダン従業員持株会 

東京大元持株会 

HSBC BANK PLC-MARATHON VERTEX JAPAN  
FUND LIMITED 

大阪大元持株会 

株式会社みずほ銀行 

三信株式会社 

日本生命保険相互会社 

名古屋大元持株会 

４.８８ 

４.０８ 

３.４９ 

３.４７ 

３.４６ 

３.２２ 

２.７３ 

２.５０ 

２.４３ 

２.３４ 

％ 

持 株 数  

２,１８１ 

１,８２６ 

１,５６３ 

１,５５３ 

１,５４８ 

１,４４２ 

１,２２２ 

１,１１８ 

１,０８９ 

１,０５０ 

 

千株 

持株比率は、自己株式１,２７０,９４６株を控除して計算しております。 （注） 

個人・その他 
（38.8％） 

金融機関 
（29.0％） 

その他の法人 
（23.6％） 

外国法人等 
（7.8％） 

証券会社 
（0.8％） 



株主メモ 
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事　業　年　度 

定 時 株 主 総 会  

基　　準　　日 

 

 

 

一単元の株式の数 

株 主 名 簿 管 理 人  
特別口座の口座管理機関 

連　　絡　　先 

 

 

公　告　方　法 

 

 

上場証券取引所 

4月1日から翌年3月31日まで 

6月中 

定時株主総会　3月31日 

期末配当金　　3月31日 

中間配当金　　9月30日 

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日 

1,000株 

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

〒541-8502  大阪市中央区伏見町三丁目6番3号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  大阪証券代行部 

薔0120－094－777（通話料無料） 

電子公告により行います。 

当社ホームページに掲載いたします。 

（http://www.daidan.co. jp/finance/koukoku/index1.html） 

東京、大阪各証券取引所　市場第１部 



お知らせ 
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企業の社会的責任（ＣＳR）の考え方や2010年3月期
の事業活動を中心とした実績をとりまとめた「ＣＳＲ
報告書2010」を発行いたしました。 
下記のホームページよりダウンロードが可能です。 

 
ＣＳＲ報告書2010 
http://www.daidan.co.jp/csr/report.html 
 

当社のホームページでは株主のみなさまに対して、
企業情報や財務情報をはじめとして、積極的に情報
開示を行っております。当社をよりご理解いただく
ためにも、是非ご覧ください。 

「ＣＳＲ報告書2010」の発行について ホームページのご案内 

http://www.daidan.co.jp/

株式に関する諸手続きについて 

　当社株式に関する諸手続き（住所変更、姓名等の変更、配当金の振込方法、振込先の変更、単元未満株式の買取・買増
の請求等）につきましては、株主さまの口座のある証券会社にお申し出ください。左記株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ
信託銀行株式会社ではお取り扱いできませんのでご注意ください。 
　なお、特別口座に記録された株式に関する諸手続きにつきましては、左記特別口座管理機関である三菱ＵＦＪ信託銀行
株式会社にお申し出ください。 

未受領の配当金について 

　未受領の配当金につきましては、左記株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社にお申し出ください。 



〒550-8520 
大阪市西区江戸堀1丁目9番25号 
電 話 （06）6447-8000 
http://www.daidan.co.jp/

この報告書は、環境に配慮し、再生紙と 
植物油インキを使用しております。 


